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【 調査結果の概要 】

１．円高の影響について

・輸出を行なっている企業では、急激な円高について「マイナスの影響がある」が7割強と高い割
合となっている。

２．急激な円高への対応策

・輸出を行なっている企業の急激な円高への対応策では、「対策を実施していない」という回答
割合が最も高くなっている。

・今後（2010年）の対応については、「円建て取引の増加」を挙げる回答割合が最も高くなって
おり、次いで「海外からの調達の増加」となっている。

３．今後の事業展開で強化又は縮小する国・地域 （海外拠点のある企業）

・既に海外に拠点のある企業に、「今後の事業展開で強化予定、縮小予定の国・地域」について
たずねたところ、「強化したい国・地域」では、「中国」の回答割合が最も高くなっており、
次いで「ASEAN」となっている。

・「縮小したい国・地域」では、「日本」の回答割合が最も高くなっており、今後の事業展開に
おいて、アジアへの事業展開が拡大する一方、日本の位置づけが低下する傾向がうかがえる。

４．海外拠点の設置目的 （海外拠点のある企業）

・既に海外に拠点のある企業に「海外に生産拠点を設けた目的」についてたずねたところ、「労
働力等生産コストの削減」の回答割合が最も高くなっており、次いで「市場の開拓」、「取引
先の進出に伴う受注確保」となっている。

・一方、今後、新たに進出を考える企業の海外に生産拠点を設ける目的では「市場の開拓」の回
答割合が最も高くなっている。

５．5年後の「県内雇用」と「県内生産」の見通し

・既に海外に生産拠点を有する企業に対し、5年後の「県内雇用」 と「県内生産」の見通しを尋
ねたところ、雇用・生産ともに「横ばい」の回答割合が半数を占めた。一方、「減少」と回答
した割合も「雇用」で34.4％、「生産」で37.6％と高くなっている。

・現在の県内生産割合と今後（5年後）の見通しを尋ねると、現状では、県内シェアが6割超と回
答した企業割合は6割を占めている。しかし、5年後の県内シェアを6割超と回答した企業割合は、

約4割まで低下する見通し。

６．将来における長野県内の生産体制の位置づけ

・海外に拠点を有している企業の将来的な長野県内での生産体制の戦略では、「既存分野の製品
の高付加価値化」の回答割合が最も高く、次いで「生産部門の合理化によるコスト削減」、
「本社機能や研究開発部門を強化する」という回答割合が高くなっている。

・一方、「5年後の県内生産割合が減少する」と回答した企業についてみると、「海外生産を拡大
する」という回答割合が最も高く、次いで長野県での「本社機能や研究開発部門を強化する」、
「既存分野の製品の高付加価値化」の回答割合が高くなっている。

・県内生産部門を縮小し、本社機能、研究開発に特化した体制への動きがうかがえる。

今後5年間をみても、研究開発人員の育成や製品の高付加価値化、中長期的には研究開発部門の集積を図

るなどの対策を講じなければならない重要な時期に差し掛かっていると考えられる。県内の産官学が一体と
なって早期に対応しなければ、県内における雇用の場はますます失われていくことが予想される。
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【 調 査 の 概 要 】

＜ 調 査 目 的 ＞

長野県経済は、緩やかな持ち直しの動きがみられるが、依然として雇用面を中心に 厳
しい状況が続いている。こうした中、為替相場は昨年12月には円高が進行し、持ち直しつ
つある景気に悪影響を及ぼし始めている。今後、一層の円高が進んだ場合の影響やそれに
伴う構造変化の影響と対応について企業経営者にアンケート調査を行った。

＜ 調 査 実 施 内 容 ＞
調査実施時期 ： 2009年12月上旬～2009年12月中旬

調査時点のドル円相場： 87円 ～ 91円

調査実施方法 ： 郵送方式

調査対象企業 ： 県内製造業1600社

有効回答企業数 ： 453 社 （ 回答率 28.3％ ）

＜ 回答企業属性 ＞

資本金 業 種

従業員数

1000人以上
0.2% 無回答

0.2%
500～1000人未満

2.9%

300～500人未満
3.3%

100～300人未満
16.3%

50～100人未満
20.1%

30～50人未満
21.0%

30人未満
36.0%

無回答
1.8%

その他
23.6%

輸送機械
6.6%

プラスチック
製品
7.1%

電気機械
9.5%

一般機械
9.7%

食料品
9.9%

金属製品
10.2%

精密機械
10.6%

電子部品・デバイス
11.0%

500万円未満
4.2%

5億円以上
2.6%1億～5億円未満

6.8%

500～1000万円
未満
7.7%

5000～1億円未満
19.0%

1000～5000万円
未満
59.7%

－2－



１．最近の急激な円高の影響について （輸出入のある企業）

・輸出を行なっている企業では、マイナスの影響が7割強と高くなっている一方、輸入のみ
を行なっている企業はプラスの影響が半数を超えている。

・2009年の社内レートは、「90～95円未満」の回答割合が最も高くなっている。2010年に
ついては、「85～90円未満」の回答割合が2009年に比べ高くなっている。

最近の急激な円高の影響

2009年

2010年

社内設定レート

非常に
マイナス

7.1

やや
マイナス

7.1

ほとんど影響なし
32.1

ややプラス
35.8

非常に
プラス
17.9

非常にマイナス
44.3

ややマイナス
29.5

ほとんど影響なし
26.2

非常にマイナス
46.7

ややマイナス
30.7

ほとんど
影響なし

9.3

やや
プラス
13.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

輸入のみの企業

輸出のみの企業

輸出入がともに
ある企業

7.4

5.3

25.9

32.0

11.1

12.0

5.6

10.7 6.7

50.0

33.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

輸出のみの企業

輸出入がともに
ある企業

85円～90円未満 90～95円未満 95～100円未満 100～105円未満 105円以上 社内設定レートなし

26.4

24.0

17.0

29.3 6.7

0.0

2.7

49.1

33.3

7.5

4.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

輸出のみの企業

輸出入がともに
ある企業

85円～90円未満 90～95円未満 95～100円未満 100～105円未満 105円以上 社内設定レートなし

（単位：％）

（単位：％）

（単位：％）
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２．最近の急激な円高への対応策について

・輸出入のある先と輸出のみある企業の最近（2009年）の急激な円高への対応策では、
「対策を実施していない」という回答割合が最も高くなっている。

・2010年の対応については、「円建て取引の増加」を挙げる回答割合が最も高くなってお
り、次いで「海外からの調達の増加」となっている。

最近の急激な円高への対応策と2010年の対応策
（輸出入のある先＋輸出のみの先）

（複数回答）

45.7

17.1

13.2

13.2

10.1

9.3

9.3

5.4

7.6

15.9

15.9

14.4

15.2

16.7

50.0

0.0

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

対策を実施していない

為替予約・オプション等の活用

生産拠点の海外移転

海外拠点の増強

海外での調達の増加

海外からの調達の増加

円建て取引の増加

その他

2009

2010

（単位：％）
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・既に海外に拠点のある企業に今後の事業展開で強化予定、縮小予定の国・地域についてた
ずねたところ、「強化したい国・地域」では、「中国」の回答割合が最も高くなっており、
次いで「ASEAN」となっている。

・「縮小したい国・地域」では、「日本」の回答割合が最も高くなっており、今後の事業展
開において、アジアへの事業展開が拡大する一方、日本の位置づけが低下することも予想
される。

（注） ASEAN：インドネシア、マレーシア、フィリピン、タイ等 アジアNIES ：韓国、台湾、香港、シンガポール

強化したい国・地域

69.8

39.5

22.1

15.1

14.0

9.3

9.3

3.5

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0

中国

ASEAN

アジアNIES

米国

日本

その他アジア

EU

その他

（％）

（複数回答）

縮小したい国・地域

67.7

16.1

9.7

3.2

0.0

0.0

0.0

3.2

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0

日本

中国

米国

ASEAN

アジアNIES

その他アジア

EU

その他

（％）

（複数回答）

３．今後の事業展開で強化又は縮小する国・地域 （海外拠点のある企業）
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４．海外拠点の設置目的について （海外拠点のある企業）

・既に海外に拠点のある企業に海外に生産拠点を設けた目的についてたずねたところ、
「労働力等生産コストの削減」の回答割合が最も高くなっており、次いで「市場の開
拓」、「取引先の進出に伴う受注確保」となっている。

・今後、新たに進出を考える企業の海外に生産拠点を設ける目的では「市場の開拓」の回
答割合が最も高くなっている。

海外拠点の設置目的
（既存拠点の設置目的と今後設置する目的）

69.9

49.3

35.6

11.0

9.6

9.6

2.7

1.4

42.9

48.6

31.4

14.3

11.4

5.7

5.7

2.9

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0

労働力等生産コストの削減

市場の開拓

取引先の進出に伴う受注確保

親会社からの要請

原材料の確保

優れた技術・人材の確保・活用

為替リスクの回避

その他

（％）

既存生産拠点設置目的
今後の生産拠点設置目的

（複数回答）
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５．5年後の「県内雇用」と「県内生産」の見通し

・既に海外に生産拠点を有する企業に対し、5年後の「県内雇用」 と「県内生産」の見通
しを尋ねたところ、雇用・生産ともに「横ばい」の回答割合が半数を占めた。一方、「減
少」と回答した割合も「雇用」で34.4％、「生産」で37.6％と高くなっている。

海外に拠点を有している企業の
5年後の「県内雇用」と「県内生産」の見通し

（注）2008年度に対する5年後の見通し

37.6 52.7 9.7

34.4 55.6 10.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

県内生産

県内雇用

減少 横ばい 増加

（単位：％）
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5年後の県内での生産割合の見通し

・既に海外に生産拠点を有する企業に対し、現在の県内生産割合と今後（5年後）の見通しを
尋ねた。

・現状では、県内のシェアが6割超を有している企業割合は6割を占めている。

・しかし、5年後の県内生産シェアが6割超と回答した企業割合は、約4割まで低下する見通し。

海外に拠点を有している企業の長野県内の生産割合見通し

（注）2008年度に対する5年後の見通し

0％
4.6

20％以下
 20.5

21～40％
以下

13.6

41～60％
以下

17.0

61～80％
以下

14.8

80％超
29.5

0％
2.1

20％
以下

7.7

21～40％
以下

19.8

41～60％
以下

9.9

61～80％
以下

16.5

80％超
44.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

5年後

現状

0% 20％以下 21～40％以下 41～60％以下 61～80％以下 80％超

（単位：％）
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海外に拠点を有している企業の長野県内の生産体制戦略

・海外に拠点を有している企業の将来的な長野県内の生産体制の戦略では、「既存分野の製品
の高付加価値化」の回答割合が最も高く、次いで「生産部門の合理化によるコスト削減」、
「本社機能や研究開発部門を強化する」という回答割合が高くなっている。

・一方、「5年後の県内生産割合が減少する」と回答した企業についてみると、将来的な県内
の生産体制戦略では、「海外生産を拡大する」という回答割合が最も高く、次いで長野県で
の「本社機能や研究開発部門を強化する」、「既存分野の製品の高付加価値化」の回答割合
が高くなっており、県内生産を縮小し、本社機能、研究開発に特化した体制への動きがうか
がえる。

６．将来における長野県内の生産体制の位置づけ

47.2

43.2

41.6

32.0

28.0

15.2

14.4

12.0

11.2

8.0

4

3.2

43.9

33.3

52.6

56.1

29.8

12.3

7.0

5.3

24.6

12.3

5.3

5.3

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

既存分野の製品の高付加価値化

生産部門合理化によるコスト削減

本社機能や研究開発部門を強化する

海外生産を拡大する

新分野へ進出する

海外企業と積極的に提携する

現状維持

現在の生産体制を維持する

県内生産を縮小する

商社機能を充実させる

その他

県外生産を拡大する

（％）

全体
県内生産割合減少先

（複数回答）
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